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公営企業会計について
資料３
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（参考）補てん財源とは（令和３年度決算）

●収益的収支 ●資本的収支 （単位：千円）

その他 その他

発生 取崩し

建設改良費
404,477

不足額
629,215

（うち、前年度財源充当額

8,000）※1

その他
117,874

当年度純利益
99,710

その他　142,277

減価償却費・
固定資産除却費

（減損）等
655,442

○　収益的収支で生じた当年度純利益や現金支出を伴わない減価償却費や固定資産除却費等は、企業内部に留保される資金となります。
このうち、減価償却費などの現金支出がなく企業内に留保される資金を「損益勘定留保資金」といい、投資した資産の将来の更新需要のために企業内部
に留保される資金です。また、当年度純利益は状況に応じて、利益処分の議決により積立金へ積み立てを行っています。

○　資本的収支では、通常、財源不足が生じるため、企業内に留保された損益勘定留保資金や、過去の利益により積み立てられた積立金を取り崩して財
源不足に対応する仕組みとなっています。

内部留保
資金残高

積立金
取崩し

原水及び浄水費
348,825

損益勘定
留保資金
補てん

配水及び給水費
217,798

利益剰余
金（積立
金）

損益勘定
留保資金

796,471
支出

水道料金
1,274,061

※1　前年度同意等債で今年度収入したもののうち、前年度において支出予算
　執行済みとした建設改良費で未払いとしたものの財源に充てた企業債の額

企業債償還金
391,994長期前受戻入

116,618

1,508,553 1,408,843 175,256

支払利息　44,501

収益 費用 収入

工事負担金等
28,256

企業債
147,000

※この部分が、いわゆる内部留保資金残高に該当します。
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料金を改定すると

●収益的収支 ●資本的収支 （単位：千円）

その他 その他

増加分

発生 取崩し

収益

その他
当年度純利益

不足額

利益剰余
金（積立
金）

積立金
取崩し

支払利息　

損益勘定
留保資金
補てん

○　収益的収支の水道料金収入が増加し、収益的収支で生じる当年度純利益が増加します。利益剰余金が増加し、積立金として内部留保資金となりま
す。
内部留保資金が増加しますが、将来の更新に備えた資金を積立金として取っておく必要があります。

○　資本的収支の財源不足を補填できる額（積立金の取崩額）が増加するため、更新に必要な建設改良費を増やすことができます。
企業債の借入額を増加させることによって財源不足を補うことも可能ですが、将来の企業債の元金償還額（及び支払利息）が増加します。

その他
長期前受戻入

損益勘定
留保資金 内部留保

資金残高

費用 収入 支出

配水及び給水費

原水及び浄水費

減価償却費・
固定資産除却費

（減損）等

企業債償還金

水道料金

増加分

増加分

建設改良費

増額が可能

企業債

工事負担金等
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